
特別支援学校に通う中学2 年生の学校生活での身体活動量の特徴

− 149 −

 

 

特別支援学校に通う中学 2 年生の学校生活での身体活動量の特徴 

 

 

足立  稔*1 

 

In this study, data from a survey completed before the spread of COVID-19 were used to 

measure the amount of physical activity in school among eighth graders attending special-

needs schools and compared with the WHO Guidelines for Physical Activity and Sedentary Behavior. 

The subjects were 16 eighth graders in public special-needs schools. In addition to height 

and weight, the physical activity survey during school life was measured using a uniaxial 

accelerometer (Kenz Lifecorder GS 4-second version: LC). 7534 ± 2275 steps/day for boys, 6411 

± 1614 steps/day for girls, and middle and high intensity activity time (MVPA) was 19.3 ± 

10.3 minutes/day for boys and 16.7 ± 8.3 minutes/day for girls. These results suggest that 

eighth graders attending special needs schools are well below the WHO Guidelines for Physical 

Activity and Sedentary Behavior standard of 60 minutes/day for children and adolescents with 

disabilities (5-17 years old) for both boys and girls. 

 

キーワード：Physical activity, School life, Special needs schools, WHO guidelines 

 

Ⅰ．はじめに 

近年、障害者スポーツの在り方が変化してきている。以前のリハビリテーションの延長

という考え方から、日常生活の中で楽しんだり競技したりするスポーツへと広がってきて

おり、障害がある人とない人にとってのスポーツの意義が一体化してきているといえる（厚

生労働省、1998）。このような時代の流れの中で、生きがいと潤いのある豊かな社会生活を

送ることを目的とした障害者の生涯スポーツ実施推進に重点が置かれるようになってきた

（陶山、2006）。しかし、視覚障害者、聴覚障害者に比べ、知的障害者はスポーツやレクリ

エーションへの参加・実施割合が低いことが報告されている（文部科学省、2013）。特別支

援学校に在籍する知的な発達障害を持つ子どもにおいても、健常な子どもに比べ日常生活

での身体活動量が少ないことが予想される。しかし、特別支援学校に通う中学生を対象と

した学校生活ベースでの身体活動量調査は報告がほとんどない。 

近年、身体活動量を評価する方法として、加速度計を用いた研究が行われている（足立

ほか、2004）。加速度計法は加速度センサーにより加速度を積算し身体活動量を評価する方

法であり、自転車運動や階段昇降を正確に定量できないなどの限界があるものの、子ども

においても、エネルギー消費量測定のゴールドスタンダードといわれている二重標識水法

（足立ほか、2007）やダグラスバック法（笹山と足立、2016）と高い相関関係をもつこと
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が報告されている。 

また、一定の身体活動量を確保することが子どもにおいても健康を保持する上で重要で

あることから、2020 年に世界保健機構（WHO）は中・高強度の身体活動（moderete-to-

vigorous physical activity:MVPA)を 1 日当たり 60 分行うことが望ましいとする、身体

活動ガイドラインを提示している（WHO、2020）。健常な中学生については、城所ほか（2016）

が、加速度計法を用い、318 名の中学 1、2 年生を対象に MVPA を評価しており、おおむね

1 日 60 分を確保していることを報告している。一方で、特別支援学校に通う中学生を対象

とした報告は、ダウン症の子どもを対象とした中山ほか（2021）、幼児を対象とした三浦ほ

か（2003）の研究、聴覚障害の小学生を対象とした斉藤と宗田（2013）の研究が散見され

るが、いまだ報告は少ない。 

そこで本研究は、COVID-19 の感染拡大前（2017 年）に測定を完了した調査のデータを用

いて、特別支援学校に通う中学 2 年生の学校生活での身体活動量を加速度計法で測定し、

WHO の「身体活動および座位行動に関するガイドライン」と比較した。 

 

Ⅱ. 研究方法 

1.対象と調査時期 

中国地方都市郊外に所在する公立特別支援学校に在籍した中学 2年生 16名（男子 10名、

女子 6 名）を対象者とした。調査時期は、2017 年 5 月 15 日から 6 月 2 日までとした。本

研究はヘルシンキ宣言の趣旨に添い実施した、すなわち、調査を行うにあたり、対象とな

る生徒とその保護者に対し、書面による調査内容やデータの取り扱いについての十分な説

明し、同意を得た者のみを対象とした。 

 

2. 調査項目および方法 

(1) 身体的特徴 

 身長、体重を測定し、肥満度を算出した（表 1）。 

       

（2）測定期間中の学校生活での活動 

測定期間中の学校生活での活動は、当該のクラスの時間割表を基に、担任教諭から生徒

の活動実態を聞き取り調査した。その概要を表 2 にまとめた。 

（3）学校生活での身体活動量調査 

学校生活での身体活動量調査は、1 軸加速度計である Kenz Lifecorder GS4 秒版（以下，

LC）を用いて、学校に通う平日に行い、登校時に装着し、下校時に脱着する方法とした。

評価項目は、1 日歩数（step count:SC（歩/日））中高強度活動時間（moderate to vigorous 

activity: MVPA（分/日））とした。先行研究（笹山と足立、2016）に基づき， MVPA は LC

に記録される活動強度 4 以上の積算時間を MVPA とした。毎日の LC の装着は、登校後の 9

時 00 分頃から下校前の 15 時 15 分頃までとした。 

表1　対象者の身体的特徴

身長（cm） 160.1 ± 5.2 148.0 ± 8.8
体重（kg） 53.8 ± 15.5 47.4 ± 4.0
肥満度（％） 7.1 ± 23.1 13.6 ± 24.4
数値は平均＋標準偏差

男子（ｎ＝10） 女子（ｎ＝6）
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(4) 統計処理 

数値は、平均±標準偏差で示した。また、併せて最大値、最小値を示した。

 

 

Ⅲ．研究結果 

学校生活での SC の結果を表 3 に示した。男子では 7534±2275 歩/日（最大値の平均 12415

歩/日、最小値の平均 4736 歩/日）、女子では 6411±1614 歩/日（最大値の平均 8716 歩/日、

最小値の平均 4443 歩/日）であった。学校生活での MVPA の結果を表 4 に示した。男子では

19.3±10.3 分/日（最大値の平均 41.9 分/日、最小値の平均 7.0 分/日）、女子では 16.7±8.3

分/日（最大値の平均 28.7 分/日、最小値の平均 6.9 分/日）であった。男女ともに、WHO の

「身体活動および座位行動に関するガイドライン」の障害を有する子ども・青少年（5～17

歳）の基準値である 60 分/日の 3 分の 1 以下と大きく下回った。また、図 1 には、身体活

動量の異なる代表的な生徒 A と B の活動強度の時間推移を示した。いずれも、6 月 1 日（木）

のもので、最も身体活動量が多かった生徒 A は MVPA が 56.0 分/日、最も少なかった生徒 B

は MVPA が 6.9 分/日と、個人差が大きいことが示された。 

 

Ⅳ．考察 

本研究では、特別支援学校に通う中学 2 年生の身体活動量を、SC と MVPA の測度から検

討した。その結果 MVPA は、WHO の「身体活動および座位行動に関するガイドライン」の障 
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が報告されている。 
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vigorous physical activity:MVPA)を 1 日当たり 60 分行うことが望ましいとする、身体

活動ガイドラインを提示している（WHO、2020）。健常な中学生については、城所ほか（2016）
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害を有する子ども・

青少年（5～17 歳）の

基準値である 60 分/

日の 3 分の 1 以下と

大きく下回ることが

明らかとなった。思

春期のダウン症の子

どもを対象とした山

中ほか（2021）の報告

では、学期中の MVPA

が平日で 92 分/日と

我々の結果と比べ大

きく上回る結果とな

っている。この結果

は WHO のガイドライン

をも大きく上回っており驚異的な数値だが、用いた加速度計が、オムロンヘルスケア社製

の Active style Pro HJA- 750 C であり、1 日全日を測定していることに加え、この器械

は相対的に身体活動量を多く見積もる傾向が強いことが報告されている（Hikihara et 

al,2012）。本研究は山中ほか（2021）の報告とは異なり、1 日のうちの学校生活だけ（9 時

から 15 時 15 分まで）の測定であることに加え、異なる器械である LC を用いた結果であ

るため、同じ基準で比較することは難しいかもしれない。 

一方、健常な中学生 426 名を対象とした我々の先行研究（足立ほか、2009）では、中学

2 年生の SC は 13666 ± 3622 歩/日、女子で 11551 ± 2999 歩/日であった。健常の中学 1、

2 生 318 人を対象とした城所ほか（2016）の研究では本研究と同じ加速度計である LC を用

いており、SC が男子で 16021 ± 4421 歩/日、女子で 13719 ± 3315 歩/日、MVPA が男子で

66.7 ± 18.5 分/日、女子で 55.5 ± 15.6 分/日であり、男女ともに非運動部群と比較し，

運動部群で身体活動ガイドラインに達成する確率が高いこと、活動群と比較し，非活動群

で，正課内・外問わず身体活動量が少ないことを報告している。これらの結果と本研究の

結果を比較すると、足立ほか（2009）、城所ほか（2016）の研究が通学や放課後（課外活動）

を含む全日を測定しているのに対し、本研究は学校生活（9 時から 15 時 15 分まで）のみ

の測定であることを加味しても、明らかに特別支援学校に通う中学生で身体活動量が少な

いことが示唆される。その理由は、本研究の対象生徒は、学校生活のみの測定ではあるが、

全生徒がバス通学であること、この生徒たちが下校後、家庭や地域で課外活動と同等の運

動遊びのような活動をしている割合は 0％であったため、学校生活での身体活動が全日の

身体活動と大差ないことが予想されるからである。 

次に、本研究対象生徒の身体活動量における個人差に着目してみると、男女ともに SC で

は最大値と最小値の差が 3000 歩/日から 11000 歩/日、MVPA ではその差 20 分/日から 4 分

/日がと大きな差があった。その差は女子に比べ男子で大きい傾向がみられた。学齢は異な

るが、特別支援学校に通う小学生を対象とした森下ほか（2017）の報告でも、1 日の SC が

最大で 16017 歩/日、最小で 4651 歩/日と個人差が大きいこと、聴覚障害を持つ小学生を対

象とした斉藤と宗田（2013）の報告でも、1 日の SC が最大で 18513 歩/日、最小で 8336 歩
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/日と個人差が大きいことを報告しており、本研究の結果と一致している。先行研究では健

常な中学生でも個人差があることが報告（足立ほか、2009）されているが、特別支援学校

に通う生徒では、健常な中学生以上に個人差が大きいことが示唆された。 

本研究にはいくつかの限界がある。最も大きな限界は、対象集団が特定の特別支援学校

の生徒のみであり、そのサンプルサイズ必ずしも大きいとはいえないことである。そのた

め、男女間の比較や、その他生徒の属性の違いによる比較や統計処理ができていない。ま

た、生徒やその保護者の負担を考え、学校生活のみでの身体活動量評価であることも、他

の先行研究と比較するのが難しくなっている点である。このような限界はあるものの、本

研究は、特別支援学校に通う中学 2 年生の学校生活での SC と MVPA の実態を明らかとした

貴重な研究であると考える。今後は、これらの生徒を対象とし、学校生活の中で楽しく活

動することで、結果として SC や MVPA などの身体活動量が増えるような取り組みやそのデ

ータベースでの検証が必要であると考えられた。 

 

Ⅴ．まとめ 

特別支援学校に通う中学2年生では、学校生活での平均的な1日の中高強度活動時間が、

WHO の「身体活動および座位行動に関するガイドライン」の 3 分の 1 以下と大きく下回る

ことがわかり、今後、特別支援学校に通う中学生の学校生活における身体活動量を増やす

施策の必要性が強く示唆された。 
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/日と個人差が大きいことを報告しており、本研究の結果と一致している。先行研究では健

常な中学生でも個人差があることが報告（足立ほか、2009）されているが、特別支援学校

に通う生徒では、健常な中学生以上に個人差が大きいことが示唆された。 

本研究にはいくつかの限界がある。最も大きな限界は、対象集団が特定の特別支援学校

の生徒のみであり、そのサンプルサイズ必ずしも大きいとはいえないことである。そのた

め、男女間の比較や、その他生徒の属性の違いによる比較や統計処理ができていない。ま

た、生徒やその保護者の負担を考え、学校生活のみでの身体活動量評価であることも、他

の先行研究と比較するのが難しくなっている点である。このような限界はあるものの、本

研究は、特別支援学校に通う中学 2 年生の学校生活での SC と MVPA の実態を明らかとした

貴重な研究であると考える。今後は、これらの生徒を対象とし、学校生活の中で楽しく活

動することで、結果として SC や MVPA などの身体活動量が増えるような取り組みやそのデ

ータベースでの検証が必要であると考えられた。 

 

Ⅴ．まとめ 

特別支援学校に通う中学2年生では、学校生活での平均的な1日の中高強度活動時間が、

WHO の「身体活動および座位行動に関するガイドライン」の 3 分の 1 以下と大きく下回る

ことがわかり、今後、特別支援学校に通う中学生の学校生活における身体活動量を増やす

施策の必要性が強く示唆された。 
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